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１．はじめに  

 近年，多様な回遊行動が生み出すまちの賑わいが重

視され，また歩行者スケールの行動観測及びモデル化

の発展に伴い，都市空間改変がもたらす歩行者行動へ

の影響評価の関心が高まっている．2000 年代に入り，

渋谷では再開発事業に伴う急速な都市空間改変が行わ

れている．それと並行して，スマートフォンの爆発的な

普及に伴う経路検索の一般化，感染症の流行に伴う混

雑をリスクと見なす新たな認知構造の成立，リモート

化によるまちの訪問者数自体の減少など，行動規範自

体を根本から変化させる出来事が起きている．このよ

うな都市空間改変と行動変容の関係の複雑化は，従前

の評価手法の限界を示唆している．本研究はこれらの

因果関係の把握が重要度を増していることに着目し，

その効果を因果推論の枠組みで評価することを試みた． 

２．データの概要とネットワーク設定 

 本研究では，2005 年及び 2021 年に調査を実施して

得たプローブパーソンデータ（以下，PP データ）を用

いた．空間を逐次的に選択する行動として歩行者行動

を表現するため，渋谷駅の中心注１）から半径１km 以内

の範囲をメッシュに分割し，それらの間に仮想リンク

を作成し，PP データをリンクにマップマッチングする

ことでメッシュ間遷移データ（以下，経路データ）と

して逐次的な空間の選択行動を再現した（図１）． 

３．研究の目的とアプローチ 

 特定の空間改変計画に対する事後評価を行う場合，

２時点の行動データから推定されるモデルを単純比較

する評価手法が一般的である１）．しかしこれは空間改変

と行動変容の相関関係を示すに過ぎない．計画段階か

ら竣工までに長期間を要する空間改変計画において，

工事期間に生じる普遍的規範の変容を考慮し，因果効

果をより正確に識別する手法の提案を本研究の目的と

した．因果推論を用いた政策評価ではパネルデータの

利用が有用２）だが，数十年規模のパネルデータとして

PP データを取得することは実務上困難であるため，こ 

 

図１ ネットワークの設定と経路データの作成 

こでは２時点の断面データを用いて分析を行なう． 

 経路データを因果推論の枠組みに用いるため，2005

年から 2021 年の間に開業した再開発施設が含まれるメ

ッシュを再開発メッシュ（以下，RM）と定義して，こ

れを基準として経路データを T：「目的地が RM」，T’：

「目的地・出発地の少なくとも一方が RM」，C：「１回

も RM を通過すらしない」の３種類に分類した．この

ようなデータサンプリングにより，再開発に伴う空間

改変という“処置”の経路選択行動に対する因果効果を

評価するための処置群(T or T’)及び対照群(C)を作り出

す．これにより再開発による空間改変を原因とする変

化とそれ以外の変化を分離して評価可能となる． 

４．活動内容の遷移パターン分析  

 行動変容の傾向を掴むため，休日の１日の活動内容

間の遷移パターンを以上のサンプリングのもとでクロ

ス集計的に分析した結果を図２に示した．図は Home が

自宅，Work が職場や学校，Other Activity が余暇的活動

を表し，滞在時間及び各目的間の遷移頻度割合を示し

ている．ここから，２時点間では小規模滞在の繰り返し

からなる回遊行動の減少が示唆された． 

 以上の変化を因果効果のグラフを用いて整理する．

余暇活動間の遷移回数については，再開発によって派

生的な余暇活動が大幅に減少し，回遊機会を喪失して

いることがわかる（図３-１）．また，余暇活動の滞在 
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図２ サンプリングによる処置群・対照群の作成 

時間については，再開発によって平均滞在時間が短縮

していることがわかる（図３-２）．以上から，回遊機会

が激減し，滞在時間も短縮することで，渋谷のまちの歩

行者の行動は「回遊型」から「居座り型」に変化し，時

間の消費の仕方が激変したと言える． 

５．パラメータ比を用いた因果効果分析 

 ５-１. パラメータの推定手法 

 行動の変容を非集計的に定量評価するため，モデル

を用いた推定を行なった．各リンク𝑎に対して，リン

ク長𝐿𝐿(𝑎)，２時点間に開業した再開発施設の床面積

𝑅𝐴(𝑎)などの土地利用に関する説明変数を付与し，パ

ラメータベクトルを𝜽とする．DRLモデル３)を用い

て，個人𝑛がリンク𝑘からリンク𝑎に遷移する状態価値

関数はBellman方程式の形で，𝛽:時間割引率，𝑑：目的

地，𝑉:期待効用，𝑣:即時効用，𝜖:誤差項として， 

 𝑉!"(𝑘) = 𝐸 1 𝑚𝑎𝑥
#∈%(')

4𝑣!(𝑎|𝑘; 𝜽) + 𝛽𝑉!"(𝑎) + 𝜖(𝑎)89 

とかける．このもとで最尤推定法により𝜽及び𝛽を推定

してモデル化を行なった． 

 ５-２. 距離に対する感度分析 

 パラメータ比 𝑝 = ;)!!
)"#

; を定義すると，これは開発規

模に対して距離をいかに重視するかを示す．図４から，

再開発に伴って距離の感度は大きく上昇していること

がわかる．これは再開発によって明確な目的地ができ

たことで，渋谷における歩行者行動は最短経路探索的

な行動に変化し，回遊圏の局所化を招いたと解釈でき

る． これにより，再開発によって空間の使い方におい

ても渋谷で大きな変容がもたらされたことがわかる． 

６．本研究の成果と結論 

 本研究の成果は，因果推論のアプローチを空間行動 

 

 

 

 

 

 

 

図３-１ 余暇活動の遷移回数の変化 

 

 

 

 

 

 

 

図３-２ 余暇活動の滞在時間の変化 

 

図４ 距離に関する感度の変化 

分析の方法論に導入し，渋谷における再開発を原因と

した歩行者行動の劇的な変容を明らかにしたことであ

る．渋谷において，再開発は回遊機会を激減させ，時間

消費を減少させた上，多様な活動パターンを時間的に

も空間的にも喪失させていることが明らかとなった． 

注１）2021年時点の JR渋谷駅の全出口の重心を駅の中心としている． 
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